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2030年における⾵⼒発電導⼊推計（電⼒中央研究所）⽂献[1]等
#当所が実施したのは、分析時点最新（認定量・導⼊量情報は2019年9⽉末、その他2020年1⽉）の状況を踏まえた2030年時

点の推計であり、いわばinertiaとしての数値。必ず達成すべき「⽬標（target）」としての数値ではない（資料[2]参照）。
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陸上 洋上
導⼊量 15GW 5GW

導⼊ペースや
リードタイム
の考え⽅

〇2018年度末時点の導⼊量（実績値）
〇2019〜2030年度︓
・分析時点最新（2019年9⽉）の未稼働案件約
3.6GWの全てが稼働
・同様に、環境アセス「⽅法書」送付済み案件[10]の約
8割に相当する約4.4GWが稼働
・⼊札︓計3.75GW（0.75GW/年×5年度）が稼働
〇リプレイス︓20年経過設備。地元合意難航等により、
その全てではなく、2030年度に8割約2GWがリプレイス
〇リードタイム︓環境アセスを除く施⼯期間は4年

〇2020〜2030年度
・再エネ海域利⽤法の促進区域と有望な区域の検討状況
（分析時点最新）を踏まえ2020年代中頃までに約2GWが
稼働
・2026年度以降、⼊札で約3GWが稼働
〇リードタイム︓8年（認定後の稼働期限が環境アセス含む8
年であるため）

発電量 約320億kWh 約139億kWh

設備利⽤率 16.3〜24.8％* 30％
導⼊量を実現可能と

する⽅策、根拠
○未稼働案件︓改正FIT法前であり、環境アセス終
了済と想定
〇環境アセス「⽅法書」案件の8割の根拠は⽂献[3]

〇 海域利⽤法の協議会情報[11]等をもとに約2GW
〇3GWの根拠は、英国Round4では2年で1〜2GWの⼊札
であるため[8]、導⼊初期の⽇本は約1GWを想定し、2026
年度以降計3GWの稼働を想定。

導⼊に要するコスト
（単価の⾒通し、根

拠）

○買取価格は分析時点で明らかだった2020年度まで
は実績値。2021年度以降は16円/kWhから段階的
に低下し、2025年度認定から12円/kWhと想定。リプ
レイスは16円/kWh。

○買取価格は分析時点で明らかだった2020年度までは実績
値。2021年度以降は33円/kWhから毎年度3円ずつ低下と
想定。

系統制約の考え⽅ 〇⼀切考慮せず
*設備利⽤率︓2011年度以前に導⼊された設備は調達委[4]の値（16.3〜18.6％）、それ以降に導⼊された設備は2011〜2016年設置設備の中央値で、調達価格
等算定委員会の2019年度想定値である24.8％[5]を⽤いた。
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陸上(≧20kW ) 陸上(<20kW ) 洋上

⾵⼒発電のFIT認定量の推移

図 ⾵⼒発電の認定量の推移[万kW] ([6]を基に作成*)

⾵⼒発電の認定量は、FIT導⼊の4-5年後に相当する2017年度末において、認定量が
急増している。これは、主にFIT導⼊当初の環境アセスメント案件の評価が⼀⻫に完了した
ためであると考えられる。

* 2017年3⽉以降については、2017年9⽉まで認定量の公開がなく、同年9⽉以降は3ヶ⽉毎のデータ公開となっているため、そ
の間の⽉については線形的に補間した。

732万kW

認定量の急増
(FIT導⼊後4-5年後)
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⾵⼒発電の導⼊量の推移

図 ⾵⼒発電の導⼊量の推移[万kW] ([6]を基に作成)

2012年以降の⾵⼒発電の導⼊量は微増に留まる。これは、FIT認定前に必要となる、
環境アセスメント(1万kW以上が対象)が⻑期化していることが要因と考えられる。

377万kW

42021
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* 2017年3⽉以降については、2017年9⽉まで認定量の公開がなく、同年9⽉以降は3ヶ⽉毎のデータ公開となっているため、そ
の間の⽉については線形的に補間した。
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⾵⼒発電の未稼働案件

図 ⾵⼒発電の未稼働案件の推移[万kW] ([6]を基に作成*1)

⾵⼒発電の未稼働案件は現在355万kW存在するが、⼤部分は改正FIT前の案件であり、
既に環境アセスメントが完了している可能性が⾼い*1。

*1 2017/4施⾏の改正FIT前は、環境アセスメントの調査・とりまとめ後に作成する「準備書」の⼿続き終了後に認定申請可能となるが、
改正FIT後は「⽅法書」の⼿続き開始時点で認定申請可能となっている。

*2 2017年3⽉以降については、2017年9⽉まで認定量の公開がなく、同年9⽉以降は3ヶ⽉毎のデータ公開となっているため、その間の⽉について
は線形的に補間した。

355万kW

改正FIT法前
「準備書」⼿続き

完了後の認定申請

改正FIT法後
「⽅法書」⼿続き
完了後の認定申請

52021

陸上(≧20kW)



（参考) 経済産業省資料 ⾵⼒・地熱発電の複数年度価格設定について

*経済産業省[7]に⾚枠部を加筆
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稼働年度 考え⽅

2019-2022
• 未稼働案件(355万kW)が、全て2015年度以降の認定と推計(施⼯期間4年と推計)。
• 未稼働案件の合計355万kWを、2015〜2018年度の年度別の認定量で按分。
• 推計したFIT認定年度の4年後に稼働(計355万kW)するとした*1。

2023
-2030

陸上⾵⼒
• 分析時点最新（2020年1⽉）の環境アセス「⽅法書」送付済、かつ⼤⾂勧告公開案件 [10]のうち

約8割に相当する約440万kWが稼働するとした*2

• ⼊札案件︓2026年度以降は毎年75万kWが稼働するとした

洋上⾵⼒
• 再エネ海域利⽤法で、分析時点最新（2020年1⽉）の協議会が提出した推計容量*3に、有望な区

域を加えた計約200万kWが稼働。
• 英国Round4では2年間で100-200万kWの⼊札であるため、導⼊初期の⽇本は下限側の100万

kWを想定し、2026年度以降の5年間で、計300万Wの稼働を想定*4。

*1 2016年度に認定されたと考えられる案件(FIT導⼊後の集中案件)については、施⼯能⼒を考慮し、2020年度と2021年度の2年間で設置される推計とした。
*2 ⽂献[3]に依れば、2012年4⽉時点までに稼働済・計画中であった案件の155事業(陸上⾵⼒)のうち、30事業で野⿃や騒⾳への影響を論点とした

環境紛争が発⽣し、事業中⽌/凍結となったとしている。この割合(30/155)を参考に、陸上・洋上⾵⼒ともに20%が稼働不可となるとの前提を置いた。
*3 協議会の促進区域の概要図[9]で⽰されている推計容量の合計は130万kW (銚⼦沖: 20万kW, 能代沖:40万kW, 由利本荘沖:70万kW 五島沖:2万
kW)
*4 現在の英国のCfD⼊札(Round4)では、2年間に⼀度100-200万kWの⼊札をするとしており[8]、2026〜2030年度までの5年間で300万kWは、英国の募
集量にほぼ相当する。なお⽇本での2020年度の年間募集容量は12万kWとされているが、近年の環境アセスの状況を踏まえると、今後は⼤型事業が増⼤す
ると考えられる。

7

2030年までの⾵⼒発電の導⼊推計の考え⽅

2021



【再掲】2030年における⾵⼒発電導⼊推計（電⼒中央研究所）⽂献[1]等
#当所が実施したのは、分析時点最新（認定量・導⼊量情報は2019年9⽉末、その他2020年1⽉）の状況を踏まえた2030年時

点の推計であり、いわばinertiaとしての数値。必ず達成すべき「⽬標（target）」としての数値ではない（資料[2]参照）。
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陸上 洋上
導⼊量 15GW 5GW

導⼊ペースや
リードタイム
の考え⽅
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○未稼働案件︓改正FIT法前であり、環境アセス終
了済と想定
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〇 海域利⽤法の協議会情報[11]等をもとに約2GW
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であるため[8]、導⼊初期の⽇本は約1GWを想定し、2026
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導⼊に要するコスト
（単価の⾒通し、根

拠）

○買取価格は分析時点で明らかだった2020年度まで
は実績値。2021年度以降は16円/kWhから段階的
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